
440
エネルギー・資源

|特集’ エネルギー統計

我が国の石油統計
PetroleumStatisticsinJapan

はじめに

日本の石油統計としては「石油資料月報」が有名で

あるが，そのほかにも目的，用途に応じて多くの統計

を利用することができる．ここではできるだけ広い観

点から日本の石油についての統計を紹介するとともに

それぞれの特徴を述べてみたい．

1．石油資料月報

この月報は石油連盟の編集によるもので，毎月の原

油および石油製品の需給を調べるのに最適である．内

容は原油需給から始まり，石油製品の生産，輸入，販

売，在庫,LPG需給,原油，石油製品等の輸入価格，

石油製品の価格指数，海外原油・石油製品価格等とな

っておりこの月報のみで日本での石油の動きをかなり

把握することができる．統計数値は月別には過去1年

間，また年・年度では過去2年間が記載されており最

新号があればこの期間についてさかのぼって調べるこ

とができる．原油，石油製品輸入についてかなりの頁

がさかれており，原油に関しては国別・油種別輸入量

が，また石油製品については国別の輸入量がまとめら

れている．

この石油資料月報に関して残念なことは，ボンド製

品の需給統計がないことであり，ボンド製品について

は後述の「エネルギー生産・需給統計月報」を参照せ

ねばならない．

石油資料月報には統計のほかに,各月の石油関係日誌

及び最近の動き，資料が巻末にのせられている．昭和

62年4月号を例にとると，最近の動きとして，第33回

石油審議会石油部会報告，揮発油販売業法施行規則の

省令改正,公害健康被害補償法施行令の一部改正が,ま

た資料として，昭和62～66年度石油供給計画，61年度

設備処理,IEAの世界石油需給表がまとめられている
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ちなみに61年度設備処理についての頁をみると,61年

度間の設備処理量が会社，製油所別に一表にまとめら

れており62年3月末の常圧蒸留装置能力が476万1,610
バレル／日であることがわかる．

以上この月報は筆者のように定期的に石油関連統計

を調査したり，将来の需給予測を行う人にとってはぜ

ひ手元に置いておきたい統計の一つである．

2．石油資料

統計というより石油全般にわたってのハンディな便

覧と呼ぶべきもので，毎年1回7月に刊行される．資

源エネルギー庁石油部の監修のもと，石油通信社から
発行されている．

内容は広く，石油供給計画からはじまり，エネルギ

ー一般，原油・石油製品需給，精製，元売，流通，

LPG需給，開発,予算・税制等から成っている.また巻

末には企業編として各石油企業の概略がまとめられて

いる．通常の統計は年度数字がベースとなっており，

過去何年間かの推移として表にまとめられている．ま

た各項目の中に関連する世界あるいは欧米主要国の統

計ものせられている．たとえば精製・元売の項をみる

と,日本の会社別精製能力や生産得率等とともに主要国

の精製能力推移や原油処理量といったデータがあげら

れている．統計以外にも石油会社の資本提携状況，揮

発油販売業の概要，備蓄基地一覧，海外石油開発事業

地域図，石油対策予算，石油税制等が要領よく図表化

されている．巻頭の石油供給計画には関連資料として

の内需見通し，外需見通し，製品供給量等がすべて収

録され，また潤滑油，アスファルトの需給見通しも掲
載されている．

この石油資料は多くの統計・資料が利用しやすい形

で要領よくまとめられており，石油産業以外の人たち

にもぜひ座右に置くことをおすすめしたい．
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表1昭和62～66年度石油供給計画

原油の生産数量及び輸入数量並びに石油製品の生産数量及び輸入数量

出所）石油資料月報，昭和62年4月号

(1)原油輸入量 (2)原油処理量
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石油資料月報，昭和62年4月号図－1原油輸入量と原油処理量の推移

年度版ともいえるが，約800頁もの大部となっている．
3．石油業界の推移

詳細にまとめられているため,昭和59年度版の発行が昭

石油連盟の編纂になるもので，「石油資料月報」の 和61年12月とやや発行のタイミングが遅い．過去32年
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表262年3月末現在精製装置別能力総括 単位：BPSD

出所）石油資料月報，昭和62年5月号

表3わが国の地域別国別原油輸入状況 (単位:103k2)

(注）1．燕は加盟国を示す．なお，OPEC加盟国は本表11カ国の他ガボン，エクアドルを含み13カ国，OAPEC加盟国は本表の

9カ国の他シリアを含み10カ国．出所）石油資料
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間にわたって刊行されており，石油業界の資料として

は貴重な存在となっている．

内容は，総論，資料，日誌，統計に大別されており，

このうち統計の項をみると，一次エネルギー供給推移

等の総括，石油鉱業，原油生産・輸入，精製，製品輸

入･輸出，販売,在庫，施設の各小項目にわたり，月別

を主体にした詳細な統計がまとめられている．特徴的

なのは,会社別，あるいは製油所別のデータが記載さ

れていることであり，特に会社別の生産量あるいは販

売量等を知るには有用である．また原油の油種別処理

量，石油製品の都道府県別販売量等の詳細なデータが

多く盛り込まれている．

総論の項では，エネルギー政策，需給概要，原油・

製品輸入，精製・品質問題，輸送・貯蔵・流通環境問

題，保安，設備投資，企業経理，石油税制，石油代替

エネルギー，石油鉱業，海外石油事情という石油業界

全般にわたっての動向が当該年度を中心に記載されて

いる．

以上，これは石油産業にとっては重要な資料ではあ

るが，やや詳細すぎて他の産業の人たちにはあえて必

要という性格のものではないと言える．しかしどうし

ても会社別のデータが必要な場合には有効資料となっ

てくる．

4．エネルギー生産・需給統計月報

通称「エネ統」と呼ばれてエネルギー業界で広く利

用されているエネルギー全般にわたる統計で，通産省

大臣官房調査統計部の編纂である．

主な内容は，石油，石炭，コークスの需給であるが

巻末の参考統計には電力，都市ガス需給ものせられ，

これ一冊でエネルギー全般にわたる動きが把握できる．

石油の項について「石油資料月報」と比較してみる

と，製品毎の詳細な生産統計，製油所での投入・産出

バランス，自家消費量，国内原油生産の詳細，ボンド

製品の受払，そして製品の産業別販売内訳等に特徴が

ある．このうち特に製品の産業別販売実績は実際の需

要面から製品の動きを知る上で貴重である．また非精

製用原油出荷についても内訳がのせられており原油，

NGLの用途別数字を把握する上で有用である．この

ほか原油，製品の国別輸入量も記載されている．

石油需給を製品別に把握するには，前述の「石油資

料月報」で充分であるが，製品がどの様な用途に販売

表4石油備蓄の推移 (単位.:万kf)

注：1．原油の製品換算率は0．95倍である

2．資源エネルギー庁の資料による． 出所）エネルギー生産・需給統計月報，昭和62年3月
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されているか，あるいは製品の詳細な生産状況等を知

るためにはこの統計が必要となる．

なお，この月報を年単位でまとめた年報も出されて

いる．通常の統計では年度データが多く使用されるが，

この年報は歴年データが主にまとめられており，その

点注意力;必要である．

5．石油等消費動態統計月報

通産省大臣官房調査統計部が編集したもので，鉱工

業および一部の商業（百貨店，セルフ店の大型小売店）

を対象に各業種のエネルギー消費の調査結果をまとめ

たものである．鉱工業については16業種に属する事業

所が対象になっており，たとえば石炭鉱業，パルプ，

石油化学，石油製品，鉄鋼等についてはその業種のす

べての事業所がカバーされているが，その他の業種で

は従業員数により裾切りがなされているため，使用上

注意する必要がある．

内容は各業種のエネルギー消費が詳細に調査，まと

められたものである．まず業種別エネルギー消費の項

をみると，石油製品，石炭，各種ガス，電力等の消費

量が各業種別に固有単位および熱量単位で記載されて

いて，各業種のエネルギー消費状況やエネルギー間の

バランスを知ることができる．さらに業種別表をみる

と，各エネルギーのボイラ用，加熱用といった用途別

消費が表わされている．さらに業種内の生産品目別の

投入エネルギーもまとめられている．また地域別統計

として通商産業局別エネルギー消費が鉱工業，商業に

別けてあげられている．

このようにこの統計は，いままで述べてきた「石油資

料月報」や「エネルギー生産・需給統計月報」と大き

く異なり，実際の消費サイドからつくられた統計であ

る．そのため石油全体の動きを把むことはできないが，

一方特定の業種においてどの石油製品がどの様な用途

に使用されているかといった実態把握のためには有用

なものとなっている．

6．内外石油資料

石油連盟が年1回発行している統計集で，世界の部，

日本の部に分けて石油に関する主要統計がまとめられ

ている．世界の部ではエネルギー，原油，精製，需給，

価格，税制等にわたって主要指標，統計があげられ

ているが，このうちOECDのEnergyBalancesOf

OECDCountriesを基に作成された主要国のエネル

ギー別・用途別需要量,BPStatisticalReviewof

エネルギー・資源

theWorldOillndustryから作成された国際石油移

動量，またアメリカ主要石油企業の操業および収益状

況等の資料に特色がある．日本の部については前述の

｢石油資料」と重復する統計，資料もあるが,例えば原

油輸入状況，製油所設備能力推移，給油所の形態別保

有状況，製油所の設備投資状況，輸送機関別石油国内

輸送量等より使い易く詳細な表もあげられている．

「石油資料」と性格的には似ているが，内容的にはよ

り充実した項目，表も多く，できれば「石油資料」と

併用することをおすすめしたい．

7． 目で見る石油資料

前述の「内外石油資料」と同様石油連盟から発行さ

れているもので，「内外石油資料｣のうち基本的な統計，

資料を表題の如く図表化し，見易くまとめたものであ

る．世界の部では一次エネルギー消費量の推移，エネ

ルギーの国別輸入依存度，石油消費推移，原油の国別

埋蔵量・生産量等ｶﾐ，また日本の部では一次エネルギ

ーの供給推移から始まり，石油製品販売量推移，原油

の国別輸入推移，原油CIF価格推移，原油処理能力，

稼動率推移，生産得率推移等カョグラフ化されている．

内容的には基本的なものばかりであるが，石油につい

ての過去の動きがひと目でわかる様になっている．

8．石油便覧

日本石油㈱が編集，石油春秋社から発行されている．

これは統計というよりも石油全般について説明，記述

された700頁もの大部の便覧である．大正10年に初版が

発行され昭和57年に全訂第9版として，1982年版が刊

行され，さらに最近第10版ｶﾐ出されている．内容は石

油エネルギーについての基本的事項から，世界・日本

の石油事情，原油・天然ガス生産，石油精製，販売，

天然ガス，石油化学等，石油に関する総ての項目を幅

広くカバーし，それぞれについて基礎的知識，過去の

動き，現状が詳述されている．技術的内容についての

解説も充実しており，特に石油精製工程に関しては各

種プロセスが系統図とともに詳しく説明されている．

これらの解説の中に各種統計がのせられている．石

油販売の項を例にあげると，各油種の需要構成・推移，

給油所1ヶ所あたりの販売量推移，燃料油中の平均硫

黄分推移，輸入原油CIF推移,製品御売物価樹旨数推

移等の統計が説明記述にあわせて記載されている．

また巻末には，石油関係法令，国連資料・統計・図，

世界主要油田地図，石油主要油田地図があげられてい
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て便利な構成となっている．

この本は前述のように毎年発行されるわけではない

ので統計数字の部分についてはどうしても最新のもの

を参照せねばならない．この意味からも統計としての

性格は薄い．むしろ統計を調べていて解らない事項が

でてきた場合にその意味，内容を確認する辞書的なも

のとして使用するのに最適と言える．

9． 出光石油資料

出光興産㈱が編集，発行しているもので年1回刊行

されている．性格的には「内外石油資料」と似ている

が世界，日本のそれぞれにつき掲載している統計の範

囲がやや広く頁数も約260頁と「内外石油資料」の110

頁に比べ内容の多いものとなっている．

世界の部では一般的な統計のほかに主要国の対産油

国貿易収支，国際石油会社の概要，主要国の石油製品

価格と消費税,OPECの国際原油生産枠の推移,国際

間石油融通スキーム等がのせられており，また天然ガ

ス，石炭の埋蔵量・生産量，原子力発電設備状況も収

められている．

日本の部では石油輸入，精製，販売，価格等の統計

に加え，石油業界の収益力，石油業法および揮発油販

売業法の概要，石油対策関連技術研究組合の概要，環

境安全関係法律の体系といった関連資料が要領よくま

とめられており，さらに電力の需給計画や発電原価，

地熱発電所の運転・開発状況，石炭産業の推移，海外

炭輸入推移,LNGプロジェクトー覧，主要石油化学製

品の生産，輸出入推移等が記載されている．

このほか輸送の部として国別のタンカー般腹量，中

東の主要原油パイプライン等の統計，資料，また油田

等の地図も巻末に収められている．

石油全般について要領よく，また使いやすくまとめ

られた資料，統計集であると言うことができる．

10．石油開発資料

石油探鉱，開発についての資料・統計集で石油公団

および石油鉱業連盟が編集，石油通信社より毎年発行

されている．日本の石油開発政策の概要をはじめとし

て，国内原油・天然ガス生産の推移，探鉱・開発投資

額の推移，海外石油開発プロジェクトの概要，自主開

発原油輸入量の推移等が日本の部としてまとめられて

いる．一方世界については，埋蔵量及び主要油田，過

去の地域別，国別原油生産，石油探鉱開発活動，海洋

開発，天然ガス・オイルシェール・オイルサンド開発ｶﾐ

445

主な内容になっており．豊富な統計が収められている.

また巻末には主要国の石油開発政策や国営石油会社の

状況が世界35ケ国についてまとめられている．

以上の様にこの本は石油探鉱・開発についてのすべ

てを網羅しており，関係者にとって有用な資料である．

11．石油税制便覧

石油連盟から発行されているもので，統計集と呼べ

るものではないが，とかくややこしい石油関連税制を

説明したものである．

石油には原油，重油等の輸入石油に対する関税と，

石油税・揮発油税・地方道路税・航空機燃料税・軽油

引取税・石油ガス税という石油消費税ｶﾐあり，これの

収入は道路整備，空港整備，石炭・石油・石油代替エ

ネルギー策及び一般財源として使われている．この便

覧はそれぞれの税の内容，率，金額等について詳述し

たものである．

12．PetroleumlndustryinJapan

世界石油会議日本国内委員会が石油産業の現状を英

文でまとめたもので，年1回発行されている．約80頁

の小冊子であるが精製，販売等の各部毎に現状がコン

パクトにまとめられており，記述とともに主要な統計

が収められている．筆者はイギリスとオランダに本社

を有するロイヤル・ダッチ・シェルグループの100%出

資子会社に勤務しているが，そのため海外グループ各

社からのビジターも多く，これらのビジターへの説明等に

この本を重用している．また海外諸機関との情報交換等

にも大いに役立っている．ただ残念なのは収録されて

いる統計が少なく，やや専問的な問題には役立たない

ことである．筆者個人としては，前述の「石油資料」

の英文版の出現を大いに望むところである．

13．LPガス資料年報

石油化学新聞社から年1回発行されているLPGに

関する統計集である．LPGの需給,価格,流通,設備，

利用，ガス事業について豊富な統計力乱集められている．

まず需給の項では過去の需給実績とともに将来の需

給見通しが，家庭用LPガス世帯数等の想定根拠とと

もにのせられ，また会社別の生産・輸入・販売実績が

まとめられている．

価格に関しては輸入価格，国内価格（モニター調査

結果）等の統計が，一方流通については主要流通業者

の販売実績，都市ガス及びLPガス世帯数，全国の
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LPガス販売事業者数等がのせられている．

設備については,LPガス生産,輸入,販売設備状況

が生産基地，輸入基地,LPガスタンカー，国内輸送設

備,販売基地貯蔵タンク等に区分されて記載されてい

る．このほか利用及びガス事業の項には，民生用エネ

ルギー需給推移，工業用エネルギー推移,LPG車保

有状況，化学原料その他用LPG消費実績，各種ガス

機器の生産・輸入・出荷推移，簡移ガス事業及び都市

ガス事業の状況等の関連統計が数多く収められている．

巻末にはさらにLNG関係資料,LPG海外資料，

エネルギー種別輸入価格，灯油関係資料がまとめられ，

LPGについてほぼ全域をカバーした年報となっている．

14．総合エネルギー統計とエネルギーバランス表

この二つは通常の石油統計とは全く異なる，代表的

なエネルギー需給のバランス表であるが，石油のマク

ロ的な流れを把握，理解するための格好な資料である．

まず資源エネルギー庁編集の「総合エネルギー統計」

では，総合エネルギー需給バランスの項で，各年度に

ついて，石油の原油から最終的な需要部門に至る流れ

を知ることができる．

昭和59年度を例にとって，重油(A,B,C重油計)に

ついてみてみると次の様なバランスになっていること

がわかる.まず繰入在庫が5,204×103k21輸入が7,213

xlO3kZ,そして石油精製における生産が73,104×103k41

これらの計85,521×103Mが総供給量である．次にこの

うち二次エネルギー転換部門の電力で26,326×103kZが

消費され，残りの59,195×103k4が国内の最終需要,輸

出,繰越在庫である.このうち国内最終需要は51,306

xlO3k2,さらにその内訳をみると,26,880×103kEが鉱

工業部門，5,840×103k4が運輸,5,795×103k2が農林

水産，3,551×103k4がエネルギー部門（石油精製の自

家消費等)，民生その他が9,240×103klであることが

わかる．

以上の様にこのバランスを把握することによって日

本全体の石油の個々の製品の最大の需要部門がどこで

あり，またどの程度消費されているかという理解や，

また供給の構成等を知ることができる．この知識は，

各種の石油統計を見る上で非常に有用となってくる．

「総合エネルギー統計」には，このほか石炭,電力，

ガス等とともに石油の統計の項も設けられていて，各

年度の原油需給，原油製品需給，各製品の用途別需要，

精製設備能力，原油輸入価格等が収められている．

一方，「エネルギーバランス表」は日本エネルギー経

エネルギー・資源

済研究所から同研究所の会員向けに年1回刊行されて

いる．改善が重ねられて需給バランス表として信頼の

おけるものとなっている．見開きの大きな一表に日本

全体のエネルギーバランスがまとめられていて使い易

い．このバランス表には「総合エネルギー統計」と同

じく固有単位と熱量単位（カロリー・ベース）の2種

類があるので使用上注意する必要がある．表は上から

順に一次エネルギー供給，エネルギー転換，エネルギ

ー部門自家消費，最終エネルギー消費部門で構成され

ており，各エネルギー毎の数値が詳細に記載されてい

る．最終消費部門の内訳は「総合エネルギー統計」よ

り細かな分類がなされており，たとえば産業部門の製

造業は食料品，繊維，紙・パルプ，化学，鉄鋼といっ

た業種別にまで区分されている．石油の項をみても重

油はA,B,C重油の各製品別に区分されている．

このバランス表をみると,C重油や原油がどの様に

電力に転換され，その電力力;どの用途に消費されてい

るか等，石油のエネルギー需給全体における位置づけ

が良く把握できる．また石油需給を一表で一覧できる

という特色もあわせて有している．

この「エネルギーバランス表」については，やはり

日本エネルギー経済研究所から毎月発行されている「エ

ネルギー経済」の昭和62年7月号にその読み方が解説

記事として載せられているので参考にされると良い．

おわりに

統計にはそれぞれに性格があり，石油を例にとって

も一冊のみで実務上の必要をすべて満足させることは

困難である．そのためにはできる限り多くの統計に触

れて個々 の統計の特徴をつかんでおく必要がある．

また，たとえばc重油が電力にどの程度受入されて

いるかを知るためには「電力調査統計月報」が必要と

なる等，他のエネルギー関連統計についての知識も場

合によっては必要となる．

ここでとり上げた各種統計のほかに昭和59年に“セ

キツウ”から石油価格統計集が発行されており，これ

は特に石油製品価格の過去の推移をみるのに便利な資

料であったが，その後改訂，発行されていないため，

本文中では省略することとした．この様な価格につい

ての総計集の最新版の発行も切に望むところである．
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